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今日、日本においては市町村の合併に伴い、全国 都道府県に 市（内
が政令指定都市） 町 村の計 市町村が存在している（ 年 月 日
現在）。これらの地方公共団体（以下 自治体 という）は、 年に成立し
た 地方分権推進法 （同年 月施行）や 年 月に成立した 地方分権の
推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（ 年 月施行）（以下、地


















会形成の構築も行われてきている。つまり、 国際 とは 国と国 の関係で
















は、 二 山形県における国際化の取組みの変遷 、 三 山形県の海外姉妹都


























た。具体的には、 年に 山形県国際交流推進大綱 を策定し、その後
年には 山形県国際化推進基本計画 、 年には 山形県国際協力推進計画 、
年には 山形県国際化推進計画 を策定している。最近では、 年の や







山形県文化環境部 平成 年度業務の概要 平成 年 月
に東アジアを中心に交流を行っていこうということがうかがえる。実際、筆者








展計画 子ども夢未来宣言 （ 年）が策定される 年前の 年 月には、
既に山形県庁内に今後アジアとのさらなる関係発展を見据え、アジアとの交流
に係る情報収集、課題整理、今後とるべき施策を検討する アジア交流推進庁












夢未来トーク 庄内 知事と語ろう 夢みらい、庄内の地域づくり
年 月 日東北公益文科大学大学院ホール
山形県 アジア交流推進庁内研究会設置要領 平成 年 月 日施行
経済的な面も含まれる。ここでは、 内なる国際化 に関して、 外国人登録者










会との接触の増加を受け、山形県は 年に 山形県国際交流協会 を設立し、
大きく分けて つの国際交流関連事業を開始するに至っている。その内訳は、
情報集積活用事業。 広報啓発事業。 国際交流推進事業。 国際協力推進





出所 山形県国際室 山形県の国際化の現状 （ 年 年、 年度、 年）、山形県
国際室 海外との交流連携の現状 （ 年）をもとに筆者作成。
その数をまとめたのが、図 である。それによると、これまでに村山地域 団

































































出所 山形県国際交流協会 山形県国際交流関係団体名簿 （ 年 月）、 山形県国際交
流関係団体名簿 （ 年 月）、山形県国際交流協会 山形県内国際交流関係団体
























このように、これらに関連する事柄としては、 経済 と 戦後処理 との
山形県文化環境部県民文化課国際室 海外との交流連携の現状 年 月
前掲








いが、 （平成 ）年度から （平成 ）年度に行われた 新世紀やまが
た課題調査報告書 の中に、 国際交流 に関する質問事項があったため、そ
こから課題を抽出し、どのような課題があったのかを把握することにする。ま
た、これとは別に、山形大学 地方自治研究会 がまとめた 地方─中央関係























































































対象者が 名、調査票の回収状況は回収数が 、回収率が ％であった 。
まず、 県議会議員に求められている国際化関連事項 に関し、県議会議員
の回答は表 の通りである。その結果、 ．国際情勢を分析読み取る能力





次に、県議会議員が 国際交流・協力 を 現在緊急の国政課題 、 現
在緊急の県政課題 及び 年後の国政課題 、 年後の県政課題 とし
て挙げた割合を示したものが、表 である。この中で、県議会議員は、 国際
交流・協力 が 現在緊急の国政課題 であると考えた者は と三割近
くに上り、課題別順位で見ても 項目中 位と比較的上位の課題であると認識
しているようである。一方、 現在緊急の県政課題 として 国際交流・協力
と考えている議員は と一桁台である。また、課題順位も 項目中 位と
ちょうど中間程にあり、課題としての認識が余り高くないことがうかがえる。
このように、 現在の緊急の国政課題 において 国際交流・協力 という
ものが 現在の緊急の県政課題 と捉えている割合の約 倍も上回っていたこ
とがあり、当時の状況下では、国レベルでの課題と捉えていた県議会議員の割
山形県における国際化の取組みに関する実態研究
山形大学地方自治研究会 地方─中央関係の再編と地方自治 年 月
合が高かったことを示している。また、当時における将来的な予測として、
年後の国政課題 及び 年後の県政課題 に 国際交流・協力 を挙げ
た割合は、それぞれ と で、課題の順位も 項目中それぞれ 位と
位を占め、将来重要な課題になることを予測している。




出所 山形大学地方自治研究会 属性別に求められている事項 地方 中央関係の再編と地




























出所 山形大学地方自治研究会 地方─中央関係の再編と地方自治（ 年 月）
さらに、 定住外国人に関する問題への関心 については、 強くある と ま





このように、今（ 年）から遡ること 年前の 年 月に行われた調査
結果からは、 県議会議員に求められていること として国際的な面での割合
は非常に低く対内重視であったことが読み取れる。また、 年当時の緊急課
題として 国際交流・協力 を 国政課題 捉えていた県議会議員は 県政課
題 と捉えていた割合を 倍近く上回っていた。また、 年後（ 年）の課
題に 国際交流・協力 を挙げた割合は、やはり 国政課題 での割合の方が










弱だったのが （平成 ）年には約 人余りとこの 年間で 倍も増加














































．松下圭一 自治体の国際政策 学陽書房 年
．神奈川県 自治体の新しい国際政策 ぎょうせい 年




の意識と生態─ 山形大学 地方自治研究会 年
．中村尚司 人びとのアジア─民際学の視座から─ 岩波新書 年
．松井やより 市民と援助─いま何ができるか─ 岩波新書 年
．吉田均 地方自治体の国際協力 日本評論社 年
． マイケル・シューマン 自治体国際協力の時代 大学教育出版
年
．出井信夫 都市・地域政策と公民連携・協働─ ・ ・ ・基金・公益
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